様式第５号
管理運営体制計画書

(1) 業務従事者の資格、経歴等

	区　分
	正社員・嘱託・アルバイトの別
	氏　名
	年齢
	性別
	資格・経歴等

	総括責任者
	
	
	
	
	

	業務従事者Ａ
	
	
	
	
	

	業務従事者Ｂ
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	※　業務従事者全員を記入し、「業務従事者Ａ」や「業務従事者Ｂ」等の表記により区別すること。

なお、業務従事者が決まっていない場合には、氏名欄は「未定」とし、想定される年齢や性別を記入すること。


(2) 業務従事者の配置計画

	区　分
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土

	総括責任者
	
	
	
	
	
	
	

	業務従事者Ａ
	
	
	
	
	
	
	

	業務従事者Ｂ
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	※　１　業務従事者全員を記入し、「業務従事者Ａ」や「業務従事者Ｂ」等の表記により区別すること。

２　交代制の場合は、「早出（○時間勤務）」、「中間出（△時間勤務）」、「遅出（□時間勤務）」のように記入すること。

３　開館前の準備時間及び閉館後の後片付けの時間も考慮すること。


(3) 業務の委託計画

	区　分
	委託業者

	　自家用電気工作物保安管理業務
	

	浄化槽保守点検業務
	

	浄化槽清掃作業業務
	

	警備業務
	

	消防用設備保守点検業務
	

	遊具点検業務
	

	清掃業務
	

	芝除草剤散布業務
	

	受電設備清掃業務
	

	受水槽清掃業務
	

	防火対象物点検業務
	

	
	

	※　委託する業務のみ記入すること。
	※　委託業者が内定していれば業者名を、未定であれば「未定」と記入すること。


様式第６号
　　年　　月　　日

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状

栃木市長　あて
栃木市勤労者総合福祉センターの指定管理者に応募するため、募集要項に基づき共同事業体を結成し、栃木市との間における下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。

なお、指定管理者に指定された場合は、各構成団体は栃木市勤労者総合福祉センターの指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴う当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。
	共同事業体名
	

	共同事業体

事務所所在地
	

	共同事業体の

代表団体

（受任者）
	所在地

名　称

代表者

	共同事業体の

構成団体

（委任者）
	所在地

名　称

代表者

	
	所在地

名　称

代表者

	共同事業体の

成立、解散の

時期及び委任

期間
	　　年　　月　　日から当該指定管理者の指定終了後３か月を経過する日まで。ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場合は、直ちに解散します。また、当共同事業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に栃木市の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委任事項
	１　指定管理者の指定の申請に関する件

２　協定締結に関する件

３　経費の請求受領に関する件

４　契約に関する件

	その他
	１　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡いたしません。

２　この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議することとします。


注　共同事業体を結成して公募に参加する場合は、この様式を提出してください。また，共同事業体の構成団体の数が３団体を上回る場合は，この様式に準じて様式を作成してください。

様式第７号
　　年　　月　　日

共同事業体構成団体連絡先一覧
〔共同事業体名〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔代表団体 担当者連絡先〕

	名　称
	

	役　割
	

	担当者　部署・職・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	E-ｍail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	名　称
	

	役　割
	

	担当者　部署・職・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	E-ｍail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	名　称
	

	役　割
	

	担当者　部署・職・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	E-ｍail
	


注　共同事業体を結成して公募に参加する場合は、この様式を提出してください。また、共同事業体の構成団体の数が３団体を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。

様式第８号

指定管理者指定申請書等記載事項変更届
　　年　　月　　日

栃木市長　あて
下記のとおり変更したので届け出ます。
記
	申請者
	所　在　地
名　　　称
代　表　者
電 話 番 号
	

	施　設　名
	


	届出事項
	変　更　前
	変　更　後
	変更年月日
	備　　考

	
	
	
	
	


※１　指定管理者指定申請書（様式第１号）及び団体の概要書（様式第２号）の記載事項に変更があった場合は、届け出ること。
２　人名変更の場合は、フリガナを記入すること。
３　変更内容を証明できる書類を添付すること。
様式第９号

栃木市勤労者総合福祉センター指定管理者募集に係る公募説明会参加申込書
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　栃木市長　　あて
　栃木市勤労者総合福祉センターの指定管理者の公募説明会について、下記のとおり参加を申込みます。

記

	所在地
名称
代 　 表 　 者
電　話　番　号
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　

	担当者　部署・職・氏名電話番号
	

	参加者　部署・職・氏名
	

	
	

	
	


※　参加者は３名まで

※　この申込書は、事前に提出してください。
申込方法　　　この用紙に必要事項を記入し、栃木市産業振興部商工振興課中小企業支援係へ、原則、電子メール又は直接お申込みください。

また、申込書を発送した場合は、その旨担当者まで電話にてご連絡ください。
住所及び電子メールのアドレスは、募集要項に記載してある問い合わせ先をご覧ください。

申込期限　　令和７年６月18日（木）16時まで
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